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資料：

ポツダム宣言

1945年7月17日にベルリン郊外のポツダムで、戦後について話し合うため
に、アメリカ・イギリス・ソ連の首脳が集まり会談が行われました（ポツダ
ム会談）。ここでの話合いをもとに、7月26日にアメリカ、イギリス、中華
民国による日本に速やかな降伏を求める対日共同宣言（ポツダム宣言）が発
表されました。この会談に出席していたソ連は当初、宣言には加わらなかっ
たものの、8月8日の対日宣戦布告の際にこの宣言への参加を表明しています。
日本ははじめ、ポツダム宣言をラジオ放送を通じて入手します。この資料

は日本外務省のもので、2～3画像目にポツダム宣言の日本語訳、4～6画像目
に宣言の英文が記されています。

ポツダム宣言は全部で13項からなります。
第1項でアメリカ大統領、中華民国主席とイギリス首相がそれらの国の数

億の国民を代表して日本に対して戦争終結の機会を与えることで意見が一致
したことを宣言しています。そのうえで、第2項で3ヵ国には日本が抵抗をや
めるまで戦争を継続できる軍事力があることを強調しています。第3項では
当時すでに降伏していたドイツのたどった結果をしめしつつ、最高度に連合
国の軍事力を使用すれば日本軍の壊滅と日本の国土の完全なる破壊は不可避
であると主張し、第4項では「無分別なる打算に依り日本帝国を滅亡の淵に
陥れたる、我儘なる軍国主義的助言者に依り、日本国が引続き統御せらるべ
きか、又は理性の経路を日本国が履むべきかを日本国が決意すべき時期は到
来せり」と、日本に降伏を迫りました。
速やかな降伏の勧告につづいて、第5項以降で日本に対する連合国側の条

件が提示されています。その際、条件交渉や遅延を認めないと述べています。
第6項以下で書かれているこの宣言の条件の内容は、軍国主義勢力の除去

（第6項）、連合国軍による新秩序建設のための占領（第7項）、植民地・占
領地の放棄（第8項）、陸海軍の武装解除と兵士の帰還（第9項）、戦争犯罪
人の処罰と日本の民主主義的傾向の復活と強化（第10項）、戦争賠償の支払
い（第11項）などに関する諸要求でした。そのなかの第8項では、1943年11
月のカイロ宣言の「満洲、台湾及澎湖島の如き、日本国が清国人より盗取し
たる一切の地域を中華民国に返還すること」という条項の履行が確認され、
日本国の主権が及ぶ範囲が示されています。
こうした条件を述べたうえで、第12項で上述した目的が達成された後、日

本国民の自由意思に従って、平和的傾向を帯び、かつ責任ある政府が樹立さ
れた際には、連合国の占領軍はただちに日本より撤収するとしていました。
これらをうけて、最後の第13項で「日本国政府が直に全日本国軍隊の無条

件降伏を宣言」することを要求しています。
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